
京都府後期高齢者医療広域連合公告第１２号

委託業務受託候補者の選定を公募型プロポーザル方式で実施しますので、次のとおり公告し

ます。

平成３０年５月３０日

京都府後期高齢者医療広域連合長 堀口 文昭

１ 委託業務の概要

⑴ 業務名

京都府後期高齢者医療広域連合電算処理システム機器更改等業務

⑵ 業務内容

京都府後期高齢者医療広域連合電算処理システム（以下「標準システム」という。）は、

平成３０年度中に稼働から６年が経過し、機器更改等が必要になることから、以下の業務

を委託する。

ア 作業スケジュールの作成

イ 設計

ウ ハードウェア等の調達仕様書の作成

エ 環境構築及び設定

オ 新標準システムのセットアップ

カ カスタマイズ

キ データ移行

ク 総合テスト

なお、詳細は京都府後期高齢者医療広域連合電算処理システム機器更改等業務仕様書

（以下「仕様書」という。）による。

⑶ 履行期間

契約日から平成３１年３月３１日まで

２ プロポーザルの参加資格

プロポーザルに参加できる者は、委託業務の確実な履行及びセキュリティ確保の必要性か

ら、次の各号に掲げる要件を全て満たす者とする。

⑴ 競争入札参加者の資格を有すること。



ア 仕様書のとおりその調達が可能であること。

イ 成年被後見人、被保佐人等及び破産者でないこと。

ウ 当該営業に関し、許可・認可等を要する場合においてはこれを得ていること。

エ 引き続き１年以上当該営業を営んでいること。

オ 京都府内の市町村税の滞納がないこと。

カ 消費税及び地方消費税の滞納がないこと。

キ 資格審査申請書及びその添付書類に故意に虚偽の事実を記載していないこと。

ク 京都府内の市町村において、入札参加停止処分中の者でないこと。

ケ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団又

は同条第６号に規定する暴力団員でないこと。

⑵ 後期高齢者医療広域連合（京都府以外も含む）の標準システムの機器更改等業務を受託

した経験を有し、現在において後期高齢者医療広域連合の標準システムの運用保守及び業

務支援作業を受託していること。

⑶ 京都府後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例及び個人情報保護に関する特記仕様

書を順守できること。

⑷ 一般財団法人日本情報経済社会推進協会によるプライバシーマークの認定、ＩＳＭＳ

（情報セキュリティマネジメントシステム）適合性評価制度の認証又は一般社団法人日本

プライバシー認証機構によるＴＲＵＳＴｅの認証のいずれか（以下「プライバシーマーク

の認定等」という。）を受けていること。

⑸ 契約の履行を複数の事業者で分担することが想定されている場合は、複数事業者による

連合体（以下「コンソーシアム」という。）を形成し、契約は、事業者側で定めた代表幹

事事業者と本広域連合の間で締結する。また、契約を締結するまでに、契約の履行に当た

る事業者及び業務分担等を明示した本広域連合指定のコンソーシアム協定書を提出する

こと。なお、代表幹事事業者は 、 上 記⑴ か ら ⑷ の要件を満たしていること。

３ 応募手続等

⑴ 担当部署（提案先）

〒６００－８４１１

京都市下京区烏丸通四条下る水銀屋町６２０ ＣＯＣＯＮ烏丸５階

京都府後期高齢者医療広域連合総務課

電 話 ０７５－３４４－１２０２ ＦＡＸ ０７５－３４４－１２５１

E-mail info@kouiki-kyoto.jp

⑵ 必要書類の交付

プロポーザルに必要な書類等を次のとおり交付する。

ア 交付期間

平成３０年５月３０日（水）から６月６日（水）まで（土曜日、日曜日及び国民の



祝日に関する法律に規定する休日を除く午前１０時から正午まで及び午後１時から

午後４時までの間）

イ 交付場所

３ ⑴ に 同 じ 。

ウ 交付書類

仕様書、提案書記載依頼事項説明書、プロポーザル参加表明書（以下「参加表明書」

という。）、競争入札参加資格審査申請書及び参考資料

⑶ 参加表明書の提出

プロポーザルへの応募を希望する者は、以下のとおり、参加表明書を提出するものとす

る。

ア 提出書類

(ア) 参加表明書

(イ) コンソーシアムを形成して参加する場合は、各業者の役割分担がわかる資料（様式

は任意とする。）

イ 提出期限

平成３０年６月１１日(月)午後５時（必着）

ウ 提出場所

３ ⑴ に 同 じ 。

エ 提出方法

持参又は郵送（提出期限内必着で書留郵便に限る。）

オ その他

参加表明書を提出した者がプロポーザルに応募しないことを決定した時は、本広域連

合に対し、文書により速やかに申し出ること。

⑷ 仕様書等に対する質問期限及び回答

質問のある場合は、本広域連合に対し、質問事項を記載した文書を提出すること。

ア 質問期限

平成３０年６月６日(水)午後３時（必着）

イ 質問方法

様 式 は 自由 と す る が 、 質問 事 項を 記載し た 文 書 デ ー タ を 電子 メ ー ル に よ り 、 ３ ⑴ ま で

提出するものとする。コンソーシアムの場合は、代表幹事事業者からのみ質問を受け付

け、コンソーシアムの構成員からの質問は一切受け付けない。

エ 回答予定日

平成３０年６月８日(金)

オ 回答方法

参加表明書を提出した事業者に対して、質問及び回答を郵送又は電子メールにより配

信する。ただし、質問によっては、当該内容を要約したうえで回答し、又は回答しない



項目もある。

⑸ 企画提案書等の提出

プロポーザルに参加しようとする者は、企画提案書等を提出すること。

ア 提出書類

(ア ) 企画提案書

(イ ) 競争入札参加資格審査申請書

(ウ ) 営業許可書（写し可）

(エ ) 納税証明書（写し可）（市町村税、消費税及び地方消費税）

※ 本店・支店・営業所等が所在する市町村の納税証明書

( オ ) 登記事項証明書（写し可）

（法人登記簿謄本又は履歴事項全部証明書）〔法人のみ〕

(カ ) 使用印鑑届

(キ ) 委任状〔１〕

(ク ) 財務諸表（決算が確定している直近の貸借対照表及び損益計算書）

個人の場合は、所得税確定申告書の写しとともに、青色申告の方は「所得税青色申告決

算書」（写し）を、白色申告の方は「収支内訳書」（写し）を提出すること。

(ケ) 標準システム機器更改等業務経費の見積書（可能な限り詳細に記載し、技術者単価

及び工数は必ず記載すること。以下同じ。）

(コ) 後期高齢者医療広域連合（京都府以外も含む）の標準システムの機器更改等業務を

受託した実績を記載した書類及び、現在において後期高齢者医療広域連合の標準シス

テムの運用保守及び業務支援作業を受託していることが確認できる書類。

(サ) プライバシーマークの認定等を受けていることを確認できる書類の写し

(シ) ハードウェア、ミドルウェア及びソフトウェアの価格及び６０箇月の賃借料及び月

額保守料（ミドルウェア等のライセンス費用を含む。以下同じ。）の見積書

(ス) 新標準システム稼働後の運用保守及び業務支援作業経費（１２箇月分）の見積書

(セ) 市町村が調達する窓口端末及びプリンタの価格、設定費用及び月額保守料の参考見

積書

(ソ) この他、必要に応じて添付書類の提出を求める場合がある。

イ 提出部数

( ア) 紙１０部。１部当たり枚数は１００枚程度までとする。

(イ ) 電子ファイルを収録したＣＤ１部。

ウ 提出期限

平成３０年６月１８日(月)午後５時（必着）

エ 提出場所

３ ⑴ に 同 じ 。

オ 提出方法



持参又は郵送（提出期限内必着で書留郵便に限る。）

⑹ その他

ア 公募手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

イ 企画提案書の記載方法

(ア) 記述はすべて横書きとする。

(イ) 提出書類はファイル等に綴じ、社名を表紙に記載し業者登録印を押印すること。

(ウ) 電子ファイルの形式は、xls、doc、ppt、pdf のいずれかとする。

ウ 見積書の記載方法

(ア) 見積書には、機器更改業務経費について、消費税及び地方消費税に係る課税事業者

であるか免税事業者であるかを問わず、見積った金額の１０８分の１００に相当する

金額（消費税及び地方消費税を除いた金額）を記載すること。

(イ) 見積書には、住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）、商号及び氏名（法

人にあっては、名称及び代表者名）を表紙に記入したうえ、代表者印及び会社印（法

務局等に登録している印）を押印すること。

(ウ) 標準システム機器更改等業務経費の上限額は、金１８０，０００，０００円（消費

税及び地方消費税を除いた金額）とする。

(エ) ハードウェア、ミドルウェア及びソフトウェアの６０箇月の賃借料及び保守料の総

額の上限額は、金６７１，３００，０００円（消費税及び地方消費税を除いた金額）

とする。

(オ) 新標準システム稼働後の運用保守及び業務支援作業経費（１２箇月分）の上限額は、

金８８，３００，０００円（消費税及び地方消費税を除いた金額）とする。

エ 無効となる企画提案書等

企画提案書等が次のいずれかに該当する場合には無効とする。なお、無効となった場

合は、別途通知するものとする。

(ア ) 提出期限、提出先、提出方法に適合しないもの。

(イ ) 指定する作成様式及び記載上の留意事項に示された条件に適合しないもの。

(ウ ) 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの。

(エ ) 仕様評価点について、評価点が配点の５割に満たない評価項目があるもの。

(オ ) 虚偽の内容が記載されているもの。

(カ ) 標準システム機器更改等業務経費の見積額が上限額を上回っているもの。

(キ) ハードウェア、ミドルウェア及びソフトウェアの価格及び６０箇月の賃借料及び

保守料の総額が、上限額を上回っているもの。

(ク) 新標準システム稼働後の運用保守及び業務支援作業経費の見積額が、上限額

を上回っているもの。



オ その他

(ア ) 全ての提出書類の作成・提出に係る費用は、提案者の負担とする。

(イ ) 提出された企画提案書等は、受託候補者の決定以外には使用しない。

(ウ ) 提出された書類は、受託候補者の決定を行う作業に必要な範囲において、複製を作

成することがある。

(エ ) 提出期限以降における企画提案書等の差替え及び再提出は認めない。

(オ ) 全ての提出書類は、返却しない。

(カ ) 提出された企画提案書等に対し、必要に応じてヒアリングを実施することがある。

ヒアリングを実施する場合には、対象者にヒアリングの日時及び場所を別途連絡する。

４ プレゼンテーションの実施

⑴ 提出された企画提案書等の内容について、提案者がプレゼンテーションを実施する機会

を設ける。プレゼンテーションの日時及び会場は、別途通知する。

⑵ プレゼンテーションに参加しなかった提案者は失格とする。

５ 審査基準

⑴ 提案仕様の評価

ア 企画提案書に基づき提案仕様の内容を評価し、「仕様評価点」を与える。

イ 「仕様評価点」は８００点満点とする。

ウ 仕様評価は、企画提案書に記載されている次の各区分の評価点の合計点で行う。

(ア) システム全体概要（配点５０点）

(イ) 移行作業（配点３００点）

(ウ) 運用、保守（配点２５０点）

(エ) カスタマイズ（配点２００点）

エ 各評価項目の評価は次のとおり行う。

(ア) 企画提案書に記載すべき事項が記載されていない場合、又は提案内容が仕様書の

要件を満たしていない場合には評価点を０点とする。

(イ) 企画提案書に記載すべき事項が漏れなく記載されており、かつ、提案内容が仕様書

の要件を満たしている場合には、評価点を配点の５０％とする。

(ウ) 仕様書以上の優れた提案内容であれば、評価点を配点の５１％以上７５％以下の評

価点とする。

(エ) 仕様書以上の非常に優れた提案内容であれば、評価点を配点の７６％以上１００％

以下とする。

⑵ 見積価格の評価

ア 見積価格を後に示す計算式に基づき計算し、「価格評価点」を与える。

イ 「価格評価点」は２００点満点とする。

ウ 見積価格の評価は、見積書に記入されている次の価格の合計額で行う。

(ア) 標準システム機器更改等業務経費

(イ) ハードウェア、ミドルウェア及びソフトウェアの６０箇月の賃借料及び保守料の総

額



(ウ) 新標準システム稼働後の運用保守及び業務支援作業経費（６０箇月分）

エ 提案者の価格評価点の算定式

２００点×（全ての提案者の見積価格のうち最低価格÷提案者の見積価格）

⑶ 受託候補者の決定方法

「仕様評価点」及び「価格評価点」を合計し、合計点数が最も高い者を受託候補者とす

る。

⑷ 有効数字

「仕様評価点」及び「価格評価点」の算出に当たっては、小数点以下１桁までを有効と

し、小数点以下２桁目で四捨五入する。

⑸ 合計点数の最も高い者が２以上あるとき（同点のとき）の対応

ア 提案者それぞれの「仕様評価点」、「価格評価点」が異なる場合

「仕様評価点」が高い者を受託候補者とする。

イ 提案者それぞれの「仕様評価点」及び「価格評価点」が同じ場合

配点を設定した評価項目ごとの得点の平均点が高い者を受託候補者とする。

ウ 上記の方法により、受託候補者が決定しないときは、当該提案者にくじを引かせ、受

託候補者を決定する。

６ 審査結果

全ての提案者に対して、審査結果を記載した書類を郵送する。

なお、受託候補者が契約締結までに調達への参加資格を失った場合は失格とし、次点の提

案者を受託候補者とする。

７ 契約に関する基本的事項

受託者と締結する契約においては、次の事項を基本とする。

⑴ 契約金額

見積書に記載された経費のうち、標準システム機器更改業務経費に係る金額の１００分

の１０８に相当する金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた金

額）をもって契約金額とする。ハードウェア、ミドルウェア及びソフトウェアの価格及び

６０箇月の保守料の総額、新標準システム稼働後の運用保守及び業務支援作業経費につい

ては、受託者決定後、受託者の提案に基づいて別途発注を行うものとする。

⑵ 契約内容

契約内容は、仕様書及び企画提案内容に基づき決定する。ただし、企画提案内容は、実

現を約束したものと見なす。

⑶ 契約期間

契約日から平成３１年３月３１日（日）まで

⑷ 特約事項

ア 平成３１年度から平成３５年度までの新標準システムの運用保守及び業務支援に係

る契約は、特段の事由がない限り、毎年度、本広域連合と受託者との間で、随意契約の



方法により締結する。

なお、契約金額については、本広域連合と受託者が実際の運用体制等について協議の

うえ、定めるものとする。

ただし、本広域連合との協議による提案内容からの変更を除き、受託者の都合による

見積額から増額は認めない。

イ 企画提案内容の実現に係る追加費用や別途費用は、全て受託者の負担で行うこと。

ウ 見積書に記載された新標準システム稼働後の運用保守及び業務支援作業経費及び、ハ

ードウェア、ミドルウェア及びソフトウェアの賃借料及び月額保守料は、平成３１年度

から平成３５年度までの５年間について、受託者の都合により変更することは認めない。

エ 受託者が、その責めに帰すべき理由により、平成３１年度から平成３５年度までの５

年間について、ハードウェア、ミドルウェア及びソフトウェアの賃借及び保守を見積書

に記載された賃借料及び月額保守料で履行できない場合は、違約金を本広域連合に対し

支払わなければならない。なお、詳細については、受託者と協議のうえ、定めるものと

する。

オ 新標準システム稼働後の運用保守及び業務支援作業及び、ハードウェア、ミドルウェ

ア及びソフトウェアの賃借及び保守について、平成３１年度以降の契約金額を保証する

ものではなく、各年度の本広域連合の予算の範囲内において実施するものとする。

⑸ 契約保証金

免除


